
情報提供資料/2023年2月

※本資料は、当ファンドの概要について投資家のみなさまにご紹介するために作成したものです。このため、ファンドの商品性、リスク、お申込みメモなどに
ついては投資信託説明書（交付目論見書）をご確認いただく必要があります。後記の【本資料に関してご留意いただきたい事項】を必ずご確認ください。

Letter from Edinburgh

～ 長期投資をより深く知る ～

エディンバラからの便り

2022年10-12月運用状況と
ベイリー・ギフォード社 長期投資の視点

当ファンドはベイリー・ギフォード社の運用戦略を活用しています

ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド
ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド（予想分配金提示型）
愛称：ロイヤル・マイル
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＊当ファンドが投資する外国投資法人の円建外国投資証券で活用する運用戦略「ロングターム・グローバル・グロース戦略（以下、LTGG戦略）」

出所：ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのコメントを基に三菱UFJ国際投信作成
・市況の変動等により、上記の運用方針通りの運用が行えない場合があります。

 上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
また、税金・手数料等を考慮しておりません。

1※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

ベイリー・ギフォード社
LTGG戦略* 運用チームからのコメント

・基準価額、基準価額（分配金再投資）は、1万口当たりであり運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。・信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。・ロイヤ
ル・マイルは、上記期間において分配金の支払い実績はありません。・全世界株式は、MSCIオールカントリー・ワールドインデックス（配当込み、円ベース）です。・全世界株式は、
当ファンドのベンチマークではありませんが、市況推移の参考として掲載しています。詳しくは、後記の「本資料で使用している指数について」をご覧ください。・全世界株式は、設
定日翌々営業日を10,000として指数化しています。

※本資料では、ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンドを「ロイヤル・マイル」、ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド（予想分配金提示型）を
「ロイヤル・マイル（予想分配金提示型）」といいます。また、これらを総称して「当ファンド」といいます。

ロイヤル・マイル

■基準価額等の推移
（期間：2019年1月31日（設定日）～2023年1月31日、日次）

ロイヤル・マイル（予想分配金提示型）

■基準価額等の推移
（期間：2021年1月19日（設定日）～2023年1月31日、日次）

ウクライナ情勢やインフレ長期化などによる世界経済への影響、各国の金融当局によ
る金融引き締めの動きに対する懸念などから、短期的には不安定な相場展開となること
が予想されます。一方で、当運用戦略のポートフォリオ構成企業の多くは、新興市場に
おける消費支出の伸び、モノのインターネット（IoT）の台頭、そして医療の進歩など、
長期にわたって持続が見込まれる構造的な成長ドライバーによって支えられていると考
えます。

私たちは、分刻みのニュースや四半期毎の決算など短期的な情報や株価の動きをもと
に投機的な投資行動をとるのではなく、企業の財務状況、競争優位性、企業文化等の分
析を行うことにより、5年先、10年先の社会の変革を捉えた企業やそうした変化から並
外れた恩恵を受けると考えられる企業を特定し、数十年にわたる投資を行います。劇的
な社会の変化の中で力強い業績を示す企業の成長が長期的な株価上昇に繋がり、最終的
にはお客さまの長期リターンにつながるとの信念のもと、短期的に株価の下がる局面で
も、長期で成長が期待できる企業の株式を辛抱強く保有し続ける方針です。



 上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
また、税金・手数料等を考慮しておりません。

2※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

出所：ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
・寄与度：当ファンドの主要投資対象である外国投資法人に対する概算の寄与度（期間リターンと平均ウェイトから算出）
・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、当該期間における売買銘柄と寄与度上位・下位銘柄を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、
当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。

※ファンドの運用状況・寄与度の上位下位銘柄については、2ファンドを代表して純資産総額が大きいロイヤル・マイルのデータを基にご説明しております。

2022年10-12月の市況動向と当ファンドの運用状況について
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基準価額（円）

（ご参考）全世界株式

■ 市況動向と当ファンドの運用状況（2022年10月～12月）
2022年10月～12月の全世界株式はおおむね横ばいとなりました。10月に堅調な企業決算が発表され、11月
に公表された10月米消費者物価指数（CPI）の上昇率が市場予想を下回り、米連邦準備制度理事会（FRB）に
よる利上げペースの鈍化期待が高まったものの、米国の景気後退懸念の高まり等により上値が抑えられました。
為替市況では、米ドル・ユーロはともに円に対して下落しました。
当ファンドについては、「テスラ」等の一部保有銘柄が下落したことなどから基準価額は下落し、2022年
10月～12月の騰落率は-10.2％となりました。

ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド

寄与度 上位・下位5銘柄（2022年12月末時点での過去3ヵ月）

上位5銘柄

下位5銘柄

■基準価額等の推移（期間：2019年1月31日（設定日）～2022年12月30日、日次）

■騰落率（基準日：2022年12月30日）

・基準価額は、1万口当たりであり運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。・信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。・当ファンドは、上記期間にお
いて分配金の支払い実績はありません。・全世界株式は、MSCI オールカントリー・ワールド インデックス（配当込み、円ベース）です。・全世界株式は、当ファンドのベンチマ
ークではありませんが、市況推移の参考として掲載しています。詳しくは、後記の「本資料で使用している指数について」をご覧ください。・全世界株式は、設定日翌々営業日
を10,000として指数化しています。・実際のファンドでは、課税条件によってお客さまごとの騰落率は異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮していません。・設定
来のファンドの騰落率は、10,000を起点として計算しています。

2022年10-12月
-10.2％

過去1ヵ月 過去3ヵ月 過去6ヵ月 過去1年 過去3年 設定来
ロイヤル・マイル -7.7% -10.2% -9.5% -39.0% 27.0% 53.4%
（ご参考）全世界株式 -5.2% 0.6% -1.2% -5.3% 36.8% 61.2%

銘柄名 寄与度
（％）

1 モデルナ 1.2
2 デクスコム 0.8
3 ベイジーン 0.7
4 インテュイティブサージカル 0.6
5 ピンデュオデュオ 0.6

銘柄名 寄与度
（％）

1 テスラ -4.0
2 アマゾン・ドット・コム -1.9
3 アトラシアン -1.6
4 ザ・トレードデスク -0.9
5 ニオ -0.7
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2022年10-12月の基準価額にプラスに影響した
銘柄のご紹介
～ベイリー・ギフォード社 LTGG戦略 運用チームの見解～

デクスコム

モデルナ

ベイジーン

個々の患者に合わせて作られた個別化がんmRNA
（メッセンジャーRNA）ワクチンの臨床試験での良
好な結果の発表等を背景に、同社の株価は上昇しま
した。今回の試験では、皮膚がんの一種であるメラ
ノーマ（悪性黒色腫）に対する治療で有効性が示され
ました。
また、英国政府と戦略的パートナーシップを締結し、
英国に最先端の研究、開発、製造施設を建設する等、
新型コロナウイルスのワクチン開発でも用いられた
同社のmRNA技術が、他の様々な症状にも活用され
ると考えており、同社の中長期的なさらなる成長が
期待されます。

同社は、糖尿病患者向け血糖値モニタリング・システム
の設計、開発に注力する医療機器メーカーです。同社の
株価は、堅調な決算発表等を背景に上昇しました。同
社 の 血 糖 値 測 定 器 CGM （ Continuous Glucose
Monitoring：皮下にセンサーを挿入し、間質液中のグ
ルコース濃度を連続的に記録する装置）デバイスは現在、
さまざまな国で活用されており、先進国を中心に糖尿病
が社会問題として認識される中、同社のデバイスへの
さらなる需要が期待されます。

同社は、がん治療を専門とする中国のバイオテクノロジー
企業です。分子構造に基づいたがん治療薬・がん免疫薬
の発見、開発、販売に注力しています。運用チームは、最
近の経営陣とのミーティングで、安全性を欠くことなく
医薬品開発プロセスを大幅に効率化するためのアプロー
チについて前向きに議論しました。同社には後期臨床試
験段階の多数の開発薬候補があり、将来の成長を見据えた
経営陣の下、同社のさらなる成長が期待されます。

株価推移（期間：2022年10月3日～2023年1月31日、日次）

【国・地域】アメリカ 【組入比率】4.8％（第6位）

【国・地域】アメリカ 【組入比率】5.9％（第1位）

【国・地域】中国 【組入比率】2.3％（第21位）

3※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

株価推移（期間：2022年10月3日～2023年1月31日、日次）

株価推移（期間：2022年10月3日～2023年1月31日、日次）

出所：Refinitiv、ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのコメントを基に三菱UFJ国際投信作成
・市況の変動等により、上記の運用方針通りの運用が行えない場合があります。・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、寄与度上位銘柄を紹介したものです。したがって、個別
銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。・表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。
・比率は2022年12月末時点の投資対象ファンドの純資産総額に対する割合です。・国・地域は、ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドの
定義に基づいています。
 上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
また、為替・税金・手数料等を考慮しておりません。

2022年10-12月

2022年10-12月

2022年10-12月
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テスラ

アトラシアン

同社の株価は、金利上昇や景気後退による電気自動車
の需要鈍化懸念、イーロン・マスク最高経営責任者
(CEO)によるツイッターの買収騒動等を背景に、大き
く下落しました。一方で、同社の業績は引き続き好調
であり、2022年には前年比40%増である130万台強の
新車を顧客に納入しています。運用チームは同社には
優れた実行力があり、大きな成長機会は依然として
残っていると考えています。

同社の株価は、成長の鈍化に対する市場の懸念や、インフ
レ、金利の上昇等を受けたグロース株式全般の売り圧力、
さらには人員削減の発表等を背景に下落しました。同社は、
利益を将来の成長に向けて投資し続けており、長期的な
同社のさらなる成長が期待されます。

同社は、ソフトウェアの設計・開発会社で、プロジェ
クト管理、連携、課題追跡、統合、装備、サポート
サービス等を提供しています。世界各国で24万社以上
の企業が同社のサービスを利用しています。世界経済
の減速のニュースが短期的に同社の株価に影響を与え
ているようですが、同社の競争力と製品の需要は引き
続き安定しており、長期的な目線でのさらなる成長が
期待されます。

【国・地域】アメリカ 【組入比率】3.5％（第11位）

アマゾン・ドット・コム

【国・地域】アメリカ 【組入比率】3.1％（第16位）

4※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

2022年10-12月の基準価額にマイナスに影響した
銘柄のご紹介
～ベイリー・ギフォード社 LTGG戦略 運用チームの見解～

【国・地域】アメリカ 【組入比率】5.0％（第5位）

株価推移（期間：2022年10月3日～2023年1月31日、日次）

株価推移（期間：2022年10月3日～2023年1月31日、日次）

株価推移（期間：2022年10月3日～2023年1月31日、日次）

出所：Refinitiv、ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのコメントを基に三菱UFJ国際投信作成
・市況の変動等により、上記の運用方針通りの運用が行えない場合があります。・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、寄与度下位銘柄を紹介したものです。したがって、個別
銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。・表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。
・比率は2022年12月末時点の投資対象ファンドの純資産総額に対する割合です。・国・地域は、ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドの
定義に基づいています。
 上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
また、為替・税金・手数料等を考慮しておりません。

2022年10-12月

2022年10-12月

テスラについて、P11、12にて詳細を記載しています。

2022年10-12月



2022年10-12月の運用状況について
～ベイリー・ギフォード社 LTGG戦略 運用チームの見解～

購入

出所：ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのデータを基に三菱UFJ国際投信作成 基準日：2022年12月末時点
・売買回転率：代表ファンドのデータです。・代表ファンドは、投資対象ファンドと同様の運用プロセスを用いておりますが、当ファンドおよび投資対象ファンドの運用実績ではあり
ません。また、当ファンドおよび投資対象 ファンドの将来の成果を示唆・保証するものではありません。
・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、2022年10-12月の売買動向銘柄を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおい
て上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。

11.1 %
平均保有期間は「LTGG戦略の代表ファンド」の2022年12月末までの1年間の売買回転率（年平均）の逆数を使用していま
す。売買回転率とは、株式売買額をポートフォリオの時価総額で除したものです。

売却

 上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
また、税金・手数料等を考慮しておりません。

5※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

（ご参考）LTGG戦略代表ファンドの売買回転率および平均保有期間（1年、ローリング）

ペロトン・インタラクティブ：同社は、ストリーミングによるフィットネスサービス
などを提供する企業です。デジタルフィットネス市場の長期的な成長機会は依然として有望で
あり、同社はそのカテゴリーで市場のリーダーシップを維持していると考えているものの、海
外事業を縮小し、アプリビジネスに経営資源を集中させる意思決定をしたことにより、同社の
長期的な成長性に対する確信度が低下しました。したがって、運用チームは、株価の上昇余地
がより高いと考える銘柄への投資に追加の資金を供給するために、同社株を全部売却しました。

9.0 年

売買回転率 平均保有期間

（2022年9月末時点）
【国・地域】
アメリカ

【組入比率】
0.4％（第36位）

・比率は各時点における投資対象ファンドの純資産総額に対する割合です。・国・地域は、ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドの定義
に基づいています。

主な売買動向

売却

ビリビリ：同社は、2009年に設立された、中国の若年層に人気の高いオンラインエンター
テイメント企業です。ビデオ、生放送、モバイル・ゲーム、アニメおよびコミックスなどの幅
広いジャンルとメディア形式のプラットフォームを提供しています。「TikTok」のような競合
アプリとの競争激化と中国当局によるSNSに対する規制強化等を背景に、同社のさらなる成長
に対する確信度が低下しました。したがって、運用チームは、株価の上昇余地がより高いと考
える銘柄への投資に追加の資金を供給するために、同社株を全部売却しました。

（2022年9月末時点）
【国・地域】
中国

【組入比率】
0.4％（第37位）

メルカドリブレ：同社は中南米で最大級の電子商取引プラットフォームを提供している企
業です。中小企業や低所得者層に対し、既存のオンラインショップや実店舗よりも効率的で安
価に、様々な商品を消費者に届けるプラットフォームを提供することで、アルゼンチン、ブラ
ジル、メキシコ等で高い成長を遂げています。経営陣は、短期ではなく、長期目線での企業成
長に向けた投資を行っており、この経営陣の一貫した長期目線の姿勢を運用チームは評価して
います。株価下落による割安感から、新規で購入しました。

売却

メタ・プラットフォームズ：同社は、フェイスブック等を運営するソーシャルテクノ
ロジー企業です。同社のコア広告ビジネスは、現在、複数の逆風に直面しています。アップル
がアプリ追跡の透明性を導入したことは、同社のターゲット広告ビジネスの重石となっていま
す。また、「TikTok」のような競合アプリとの競争も激化しており、同社の長期的な成長に対
する確信度が低下しました。したがって、運用チームは、株価の上昇余地がより高いと考える
銘柄への投資に追加の資金を供給するために、同社株を全部売却しました。

（2022年9月末時点）
【国・地域】
アメリカ

【組入比率】
2.0％（第24位）

＊同社はアルゼンチンに本社を置き、経済活動のブラジルへの依存度が高いこと等から、べイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント
（ヨーロッパ） リミテッドの国・地域の分類においては「ブラジル」として定義されています。

（2022年12月末時点）
【国・地域】
ブラジル

【組入比率】
1.1％（第30位）



6※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

2022年10-12月のエンゲージメント銘柄

ベイリー・ギフォード社では、企業への影響力を最大化するために、思慮深い、長期的な、ボトムアップ分
析に基づくエンゲージメントにすることを目指しています。
企業とのエンゲージメントを進める際の同社の目的は、次の３つのカテゴリーに分けられます。

ー ①投資先企業の事業進捗に対する理解
ー ②経営者や創業者との面談を通じた長期的な信頼関係の構築
ー ③企業の潜在力を拡大させるための洞察の提供
エンゲージメントを通じ、同社は企業のサステナブルな成長を促し、長期的な
投資リターンの獲得を目指しています。

機関投資家が、当該企業の持続的な成長と企業価値向上を促すことを目的に行う「目的をもった対話」のこと。
中長期的な視点から経営の改善に働きかけることで、企業の持続的な成長と企業価値向上を促すことを目指す。
エンゲージメントの手段としては、経営者との直接対話、株主総会での議決権行使や株主提案などを通じた対
話などがある。

ベイリー・ギフォード社のアプローチ

エンゲージメントとは？

①投資先企業の事業進捗に対する理解
企業との継続的なエンゲージメントは、ポートフォリオの保有銘柄の企業文化を学び、事業戦略を理解し、そ
の進捗について議論、モニターし、投資への確信を生み出す上で欠かせません。また、定期的に投資先企業と
面談することを目指しています。私たち（ベイリー・ギフォード社、以下同様）の運用部門は戦略の違いにか
かわらず、銘柄の調査やエンゲージメント内容について頻繁にコミュニケーションを取っており、運用部門全
体で洞察を共有するためのシステムを有しています。

②経営者や創業者との面談を通じた長期的な信頼関係の構築
投資先企業との適正な関係を築き上げることは、その他のエンゲージメントの目的を達成する上でも役立ちま
す。私たちは関係の構築自体を一つの目的とも捉えており、これまでの経験から見て、強固な関係はエンゲー
ジメントを通じて影響力を及ぼす上で最善の方法となっています。従って、私たちは各企業と直接エンゲージ
メントすることが普通ですが、必要に応じて、様々な業界団体や協会を通じて、他の株主と協働してエンゲー
ジメントを行うこともあります。

・画像はイメージです。

出所：ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドの資料を基に三菱UFJ国際投信作成
・表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。・比率は投資対象ファンドの純資産総額に対する割合です。・国・地域は、ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント
（ヨーロッパ）リミテッドの定義に基づいています。・上記は組入比率順に表示しています。・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、2022年10-12月のエンゲージメント銘柄を
紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。
■ 上記は、過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。

2022年10-12月のエンゲージメント銘柄について
～ベイリー・ギフォード社 LTGG戦略 運用チームの見解～

③企業の潜在力を拡大させるための洞察の提供
ファンドマネジャーと企業との間で戦略的な課題について継続的に対話することで理解を深め、信頼関係を築
くことが、投資家としての洞察力を向上させ、お客様の長期的な収益を守り、また高める力になると考えます。
但し、私たちに専門知識のない分野に関して、投資先企業を「マイクロマネージ（細部に亘り管理）」しよう
としないことや、経営陣が長期的に事業を経営するという主要な役割から注意を逸らさせないようにすること
の重要性についても同様に配慮しています。

銘柄 国・地域 組入比率
（2022年12月末） 主な面談者 目的

ＡＳＭＬホールディング オランダ 5.3% IR 同社の半導体産業における持続可能な取り組みに関して議論。

ケリング フランス 4.6% 経営層と筆頭独立取締役 役員報酬、取締役会の有効性、サプライチェーンの進捗状況、広告を
巡る批判等について議論。

テスラ アメリカ 3.5% 会長 ツイッター買収についてどのように考えているか議論。
テンセント・ホールディングス 中国 3.4% IR 同社のデータガバナンスとプライバシーアプローチについて議論。
イルミナ アメリカ 3.3% CEO、CFO、IR グレイルの買収についてに議論。
ザ・トレードデスク アメリカ 2.7% CEO 倫理的、政治的広告に対するリスク管理について議論。
ショッピファイ カナダ 2.1% COO、社長 同社の労働環境について議論。
ロブロックス アメリカ 1.6% CEO、CFO 同社の長期的な展望について議論。
メルカドリブレ ブラジル 1.1% IR ESGについて議論。



投資対象ファンドのポートフォリオの変化

業種別比率

組入上位10銘柄

【2022年9月末】

※2022年9月末に上位10に無かった銘柄に色付け。

出所：ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
・表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。・比率は投資対象ファンドの純資産総額に対する割合です。・国・地域は、ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント
（ヨーロッパ）リミテッドの定義に基づいています。・業種はGICS（世界産業分類基準）のセクターで分類しています。

 上記は、過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。

国・地域別比率

7※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

【2022年12月末】

下記は、当ファンドの投資対象ファンドである「ベイリー・ギフォード・ワールドワイド・ロング・ターム・グローバル・グロース・ファンド」の
ポートフォリオのデータです。

銘柄 国･地域 業種
1 モデルナ アメリカ ヘルスケア
2 ピンデュオデュオ 中国 一般消費財・サービス
3 ASMLホールディング オランダ 情報技術
4 メイトゥアン 中国 一般消費財・サービス
5 アマゾン・ドット・コム アメリカ 一般消費財・サービス
6 デクスコム アメリカ ヘルスケア
7 エヌビディア アメリカ 情報技術
8 ケリング フランス 一般消費財・サービス
9 インテュイティブサージカル アメリカ ヘルスケア
10 ネットフリックス アメリカ コミュニケーション・サービス

比率
5.9%
5.3%
5.3%
5.1%
5.0%
4.8%
4.8%
4.6%
3.5%
3.5%

銘柄 国･地域 業種
1 テスラ アメリカ 一般消費財・サービス
2 アマゾン・ドット・コム アメリカ 一般消費財・サービス
3 メイトゥアン 中国 一般消費財・サービス
4 ASMLホールディング オランダ 情報技術
5 ケリング フランス 一般消費財・サービス
6 ピンデュオデュオ 中国 一般消費財・サービス
7 エヌビディア アメリカ 情報技術
8 イルミナ アメリカ ヘルスケア
9 モデルナ アメリカ ヘルスケア
10 アトラシアン アメリカ 情報技術

比率

3.9%
3.9%
3.8%
3.7%

7.5%
6.7%
4.8%
4.1%
4.1%
4.0%
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（ご参考）LTGG戦略の運用開始来のパフォーマンス

運用開始来のパフォーマンス推移

（期間：2004年2月末（運用開始来）～2022年12月末、月次）

下記は、長期の運用実績をお示しするためLTGG戦略のコンポジットのデータを用いています。LTGG戦略のコンポジットは、当ファ
ンドの投資対象ファンドと同様の運用プロセスを用いておりますが、当ファンドおよび当ファンドの投資対象ファンドの運用実績で
はありません。また、当ファンドおよび当ファンドの投資対象ファンドの将来の成果を示唆・保証するものではありません。
＊コンポジットとは、運用のパフォーマンス測定のため、類似の投資目的、投資戦略に基づき運用される複数のファンドをまとめた
ものをいいます。全世界株式は、市況推移の参考として掲載しています。

年率リターン 年率リスク
LTGG戦略 11.6% 23.5%

（ご参考）全世界株式 7.7% 18.7%

期間別の騰落率

出所：Bloomberg、ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
・LTGG戦略のコンポジットは、運用報酬控除後、円ベース、配当および分配金再投資のパフォーマンスを表しています。・全世界株式は、MSCI オールカントリー・ワールド イン
デックス（税引き後配当込み米ドルベース）をもとに委託会社が円換算したものです。・全世界株式は当ファンドのベンチマークではありません。・上記は指数を使用しています。
指数については【本資料で使用している指数について】をご覧ください。・リターンは設定来騰落率を年率換算したものであり、リスクは月次騰落率の標準偏差を年率換算したもの
です。・計測期間が異なる場合は、結果も異なる点にご注意ください。・実際のファンドでは、課税条件によってお客さまごとの騰落率は異なります。また、換金時の費用・税金等
は考慮していません。

 上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
また、税金・手数料等を考慮しておりません。

8※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

（期間：2004年2月末（運用開始来）～2022年12月末、月次）

・各期間の騰落率は、2022年12月末から遡って計算しています。
（％）



銘柄本位のポートフォリオの構築
オイラー図のご紹介（2022年12月末現在）

（ご参考）オイラー図（2022年12月末時点）

オイラー図の円の大きさは、運用チームの考える
革新性の高さを、フォントサイズの大きさは対象
銘柄への確信度を示しています。

オイラー図は、18世紀のスイス人数学者の名前を冠した集合の相互関係を表す図です。運用チームでは
銘柄本位でポートフォリオを構築するものの、銘柄選択の結果として、オイラー図をリスク及び銘柄分
散度合いを視覚化したリスク管理手法としても活用しています。
オイラー図の円の大きさは、運用チームの考える革新性の高さを示しており、2022年12月末時点では、
「未来の企業向けソフトウェア」「小売の革命」「斬新な治療」「効果的なヘルスケア」等が運用チー
ムが比較的革新度が高いと考えるテーマとなっています。

9※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

出所：ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドの資料を基に三菱UFJ国際投信作成
・上記は2022年12月末時点のモデルポートフォリオに基づくデータであり、実際のポートフォリオは当該モデルポートフォリオと異なる場合があります。 また、個別銘柄の推奨を目的とす
るものではなく、当ファンドおよび投資対象ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。上記は、今後変更されることがあります。

 上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
市況の変動等により、上記の運用方針通りの運用が行えない場合があります。

＊イマーシブは没入感を意味する。
デジタルの世界と物理的な世界を融合させ、
直感的に使えるコンピューティング環境等のこと。
例：拡張現実（AR）、仮想現実（VR）等

＊



出所：ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
 上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
また、為替・税金・手数料等を考慮しておりません。

10※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

ベイリー・ギフォード社 長期投資の視点
～相対的に堅固なファンダメンタルズ～

足元、不安定な相場で株価は下落傾向にあるものの、保有銘柄のファンダメンタルズは引き続き相対
的に堅固だと考えます。ポートフォリオ保有銘柄のフリー・キャッシュフロー（企業が自由に使用で
きる資金）成長率、財務基盤の強さ、将来への成長投資は高い水準を示しています。ベイリー・ギ
フォード社では、株価は長期的にはファンダメンタルズに沿って動くと確信しており、ポートフォリ
オのファンダメンタルズが相対的に堅固なことは心強いことだと考えています。

相対的に堅固なファンダメンタルズ

■LTGG戦略の代表ファンド ■（ご参考）全世界株式

財務基盤の強さ：財務基盤は強固か？
純負債（負債-キャッシュ）

資本
＝

フリー・キャッシュフロー成長率：
企業価値の中長期的な成長に結びつけ
られるか？

＝ 5年間の成長率（年率）

資本配分：将来の成長に投資しているか？
資本的支出-減価償却＋研究開発

自社株買い+配当
＝

保有銘柄（2022年12月時点）の株価騰落率と売上高成長率

10%未満 10％~25% 25％~50% 50%以上
0%以上 ・ピンデュオデュオ

-25%~0％

・ベイジーン ・エルメス・インターナショナル
・デクスコム
・メイトゥアン

-50%
~
-25％

・ASMLホールディング
・イルミナ
・アリババグループ・ホールディ
ング
・アマゾン・ドット・コム
・テンセント・ホールディングス

・ビオンテック
・インテュイティブサージカル
・ケリング
・セールスフォース
・ワークデイ
・クーパン

・アディエン
・メルカドリブレ

・CATL（寧徳時代新能源科技）
・モデルナ

-50%未満

・カーバナ ・エヌビディア
・ネットフリックス
・スポティファイ・テクノロジー
・ズーム・ビデオ・コミュニケー
ションズ

・アファーム・ホールディングス
・アトラシアン
・ザ・トレードデスク
・ロブロックス
・クラウドフレア
・ニオ
・ショッピファイ
・シー

・ギンコ・バイオワークス・ホー
ルディングス
・テスラ

基準日：売上高成長率は2022年9月末、株価騰落率は2022年12月末
・過去1年間の売上高成長率は各時点の過去1年間の1株当り売上高を、過去1年間の株価騰落率は、米ドルベースの株価を使用して算出しています。
・対象は2022年12月末時点の保有銘柄のうち、データが取得可能な銘柄。・一部銘柄については直近のデータ基準日を使用しています。

過去1年間の売上高成長率（前年比）

過
去
1
年
間
の
株
価
騰
落
率
（
前
年
比
）

基準日：2022年12月末
・データは米ドルベース、除く金融セクターです。・フリー・キャッシュフロー成長率は5年前と比較したものを加重平均して算出。・全世界株式は、当ファンドのベ
ンチマークではありませんが、市況推移の参考として掲載しています。指数については後記の「本資料で使用している指数について」をご覧ください。

下図は、LTGG戦略の代表ファンドのデータを用いています。代表ファンドは、当ファンドの投資対象ファンドと同様の運用
プロセスを用いておりますが、当ファンドおよび当ファンドの投資対象ファンドの運用実績ではありません。また、当ファン
ドおよび当ファンドの投資対象ファンドの将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。
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増資や借り入れに大きく頼
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資などの成長投資を手元資
金で行っていける体力があ
ると考えられる。
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11※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

テスラへのエンゲージメント活動の実施について
～LTGG戦略 運用チームの見解～

Q1 テスラが世界で相次ぎＥＶ（電気自動車）の値下げに踏み切っていることが
報道されています。運用チームの見解を教えてください。

2022年10月-12月期、LTGG戦略において保有している米テスラ社の株価下落がパフォーマンスへ
マイナスに影響しました。ベイリー・ギフォード社においては、同社の経営状況をより深く理解す
るために取締役会長やCFOを含む経営層へのエンゲージメント活動を実施いたしましたので、
Q&A形式で内容をご報告いたします。

ただちに長期的な投資シナリオに影響を及ぼす要因
ではないと考えています。テスラの優れた営業利益
率(2022年第3四半期時点で約17%)を考えると、経営上、
必要な価格変更を行う財務の柔軟性を持っており、
必ずしも需要減退による値下げという一面的な理解
をすべきものではないとみています。

販売価格の引き下げは無数の要因に関連している可
能性があります。例えば米国においては、自動車購
入にかかる税額控除の進展をきっかけとしたキャン
ペーン実施という側面もあり、販売価格の引き下げ
が行われました。街中に走るテスラ車の数を増加さ
せるため、短期的に販売のマージンの一部を放棄す
る戦略をとる可能性もあります。引き続き、私たち
は会社の長期的な方向性や同社EVの需給動向も確認
してまいります。

Q2 テスラの今後の成長戦略について、どのような点に注目していますか。

同社の強みは、すでに多くのギガファクトリー（≒大規模工場）においてバッテリーを
大量生産していることが挙げられます。仮に自動車を生産しないことによる過剰な生
産能力の余剰が生まれた場合、比較的容易にパワーウォールバッテリー（家庭用蓄電
池）の生産に切り替えることができます。現在における同社の明確な目標は自動車生
産ですが、エネルギー分野においても明らかに成長の可能性があると考えています。

テスラのパワーウォールバッテリーの特徴

太陽光発電による余剰電力や系統（送電網・配電網）から電気を蓄電し、電力網の停電を検
知すると自動的に住居へ電気の供給を行うことが可能。一般的な発電機とは異なり、メ
ンテナンスや燃料、大きな音もなく住居照明の点灯や、住宅内での充電が可能。また、
太陽光発電システムと連携することで、停電時には太陽光で発電した電気を充電し、住
居へ電気を絶えることなく供給し続ける。

コメントの出所：ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのコメントを基に三菱UFJ国際投信作成
※上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
※上記は、2022年12月末時点で組み入れているテスラに対しベイリー・ギフォード社が行ったエンゲージメント活動を説明することを目的にしています。
したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。

出所：テスラHPを基に三菱UFJ国際投信作成

■ テスラの営業利益率
（期間：2019Q1～2023Q1、四半期ごと）

出所：Bloombergのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
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12※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

テスラへのエンゲージメント活動の実施について
～LTGG戦略 運用チームの見解～

Q3 テスラへのエンゲージメントの事例などがあれば教えてください。

運用チームはテスラの状況についてより深く
理解するため、2022年12月、テスラの取
締役会長やCFOを含む経営層と1対1のミー
ティングを行い、現在の状況について話し
合いました。

テスラの共同創業者兼CEOであるイーロン・マスク氏が2022年10月にツイッター社を
買収したことを踏まえ、マスク氏が経営に関わる時間のリソースをどこに費やしている
か懸念がありました。テスラのロビン・デンホルム会長や取締役会の焦点はテスラでの
マスク氏の仕事にあります。この観点から、ロビン・デンホルム会長は、テスラとイー
ロン・マスク氏とのやり取りに関して焦点や強度に変化がないと述べました。

イーロン・マスク氏のツイッターへの関与は今後6～12ヵ月で減少すると考えています。
同氏の行動原理は以前に見られたおなじみのパターンに従っています。

① ビジネスや課題、何をする必要があるかを理解するために企業に深く関わる
② 非常に迅速にビジネスに関わるチームを評価
③ それらのチームや個人にビジネスの解決策を見つける権限を付与
④ 課題が解決されているかをチェックし、完了したことを確認

現在、ステージ①と②にいるとみています。

運用チームはこれらテスラの執行体制に満足しており、不透明なマーケット環境を考え
ると、2022年における同社のEV年間販売台数が前年比約40%増加したことは称賛さ
れるべきだと考えています。同社のEV生産台数は記録的な水準にあります。同社は
2023年、他のどの競合他社よりもはるかに多い約200万台の自動車を生産することを目
指しています。世界のEVの普及率はいまだ低水準であり今後の成長機会も存在している
とみています。今回のロビン・デンホルム会長やCFOとの対話で、マスク氏がテスラの
中心的な関与を維持していることを確認しました。彼はテスラの長期計画にとって引き
続き重要であり、テスラのブランドと評判に対する潜在的なリスクについても引き続き
議論していきます。

※画像はイメージです

■ テスラの自動車販売台数 （期間：2019Q1～2022Q4、四半期ごと）
（万台）

出所：Bloombergのデータを基に三菱UFJ国際投信作成
コメントの出所：ベイリー・ギフォード・インベストメント・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドのコメントを基に三菱UFJ国際投信作成
※上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
※上記は、2022年12月末時点で組み入れているテスラに対しベイリー・ギフォード社が行ったエンゲージメント活動を説明することを目的にしています。
したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。

A



ファンドの目的・特色

13※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。



14※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

収益分配金に関する留意事項・投資リスク

収益分配金に関する留意事項

投資リスク



【本資料で使用している指数について】
●全世界株式：MSCI オールカントリー・ワールド インデックスとは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、世界の先進国・新興国で構成されています。同指数に
対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。

●GICS（世界産業分類基準）：Global Industry Classification Standard (“GICS”)は、MSCI Inc.とS&P(Standard & Poor’s）が開発した業種分類です。GICSに
関する知的財産所有権はMSCI Inc.およびS&Pに帰属します。

15※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

ファンドの費用

ファンドの費用



商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

相生市農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第108号

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○

あいち海部農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第198号

愛知北農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第82号

愛知県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 東海財務局長（登金）第177号

あいち知多農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第187号

あいち中央農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第84号

あいち豊田農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第144号

愛知西農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第193号

愛知東農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第85号

あいち尾東農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第182号

あいち三河農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第183号

愛知みなみ農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第189号

おおぞら農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第105号 

あかし農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第109号

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

秋田しんせい農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第79号

安芸農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第61号

あさか野農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第558号

足利市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第383号

厚木市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第322号

あづみ農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第483号

ありだ農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第249号

あわじ島農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第114号

淡路日の出農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第216号

株式会社イオン銀行（インターネット専用） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

伊賀ふるさと農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第91号

池田泉州ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第370号 ○

石川かほく農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第43号

石川県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第100号 

いしのまき農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第166号

いずみの農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第272号

伊勢農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第94号

市川市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第360号

市原市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第361号

いちよし証券株式会社（IFA専用） 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第24号 ○ ○

茨城県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 関東財務局長（登金）第520号

茨木市農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第122号

茨城みなみ農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第581号

いび川農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第101号 

伊万里市農業協同組合 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第46号

いるま野農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第343号

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

岩手江刺農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第169号

岩手県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 東北財務局長（登金）第140号

岩手中央農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第147号

宇都宮農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第384号

ａｕカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　株式

会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　マ

ネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

越後おぢや農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第594号

えちご上越農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第568号

えちご中越農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第669号

越前たけふ農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第50号

ＦＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第5号 ○ ○

遠州中央農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第102号

遠州夢咲農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第104号

邑楽館林農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第417号

大井川農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第105号

株式会社大分銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第1号 ○

大分県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 九州財務局長（登金）第41号

大阪市農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第129号

大阪泉州農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第261号

大阪中河内農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第262号

大阪府信用農業協同組合連合会 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第237号

大阪北部農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第251号

大阪南農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第133号

太田市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第553号

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

越智今治農業協同組合 登録金融機関 四国財務局長（登金）第40号

尾張中央農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第192号

加賀農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第55号

香川県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 四国財務局長（登金）第92号
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香川県農業協同組合 登録金融機関 四国財務局長（登金）第97号

掛川市農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第113号

加古川市南農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第141号

鹿児島みらい農業協同組合 登録金融機関 九州財務局長（登金）第110号

神奈川県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 関東財務局長（登金）第515号

かながわ西湘農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第613号

神奈川つくい農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第333号

金沢市農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第57号

金沢中央農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第58号

蒲郡市農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第116号

上伊那農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第484号

鹿本農業協同組合 登録金融機関 九州財務局長（登金）第52号

唐津農業協同組合 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第111号

紀州農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第273号

木曽農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第486号

北魚沼農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第537号

北越後農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第437号

北大阪農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第156号

北河内農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第263号

北つくば農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第397号

北びわこ農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第158号

紀南農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第265号

紀の里農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第160号

岐阜県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 東海財務局長（登金）第178号 

ぎふ農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第118号 

紀北川上農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第255号

君津市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第364号

京都府信用農業協同組合連合会 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第238号

くまがや農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第346号

球磨地域農業協同組合 登録金融機関 九州財務局長（登金）第54号

株式会社熊本銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第6号 ○

グリーン近江農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第170号

グリーン大阪農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第171号

グリーン長野農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第487号

黒部市農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第61号

県央愛川農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第327号

甲賀農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第172号

越谷市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第347号

株式会社ＣＯＮＮＥＣＴ 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3186号 ○

小松市農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第64号 

さいかつ農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第576号

佐伯中央農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第91号

埼玉県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 関東財務局長（登金）第516号

埼玉中央農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第348号

さいたま農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第555号

埼玉ひびきの農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第591号

埼玉みずほ農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第349号

堺市農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第178号

さがえ西村山農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第156号

佐賀県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第95号

佐賀県農業協同組合 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第113号

佐賀市中央農業協同組合 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第66号

さがみ農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第328号

相模原市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第329号

佐久浅間農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第554号

さつま日置農業協同組合 登録金融機関 九州財務局長（登金）第84号

佐渡農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第441号

佐波伊勢崎農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第415号

山武郡市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第365号

塩野谷農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第387号

滋賀県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第239号

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第21号 ○

静岡県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 東海財務局長（登金）第179号

静岡市農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第129号

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

島根県農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第170号

清水農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第130号

下野農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第545号

株式会社十八親和銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第3号 ○

常総ひかり農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第399号

庄内たがわ農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第153号

庄内みどり農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第106号

湘南農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第330号

信州うえだ農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第496号

信州諏訪農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第598号

新みやぎ農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第129号

鈴鹿農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第195号
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洗馬農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第500号

セレサ川崎農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第331号

仙台農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第111号

そお鹿児島農業協同組合 登録金融機関 九州財務局長（登金）第85号

胎内市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第459号

大北農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第501号

高崎市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第416号

多気郡農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第133号

たじま農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第197号

丹波ささやま農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第264号

丹波ひかみ農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第200号

ＣＨＥＥＲ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3299号 ○

ちちぶ農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第351号

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第39号 ○ ○

千葉みらい農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第619号

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第6号 ○

株式会社中国銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第2号 ○ ○

津安芸農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第138号

鶴岡市農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第154号

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○

とうかつ中央農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第373号

東京中央農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第310号

東京都信用農業協同組合連合会 登録金融機関 関東財務局長（登金）第514号

東京南農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第312号

陶都信用農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第140号

株式会社東邦銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第7号 ○

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○

十日町農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第454号

徳島県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 四国財務局長（登金）第94号

徳島市農業協同組合 登録金融機関 四国財務局長（登金）第72号

株式会社栃木銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第57号 ○

鳥取いなば農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第107号

鳥取西部農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第108号

鳥取中央農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第109号

とぴあ浜松農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第142号

豊橋農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第145号

長崎県央農業協同組合 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第121号

長崎西彼農業協同組合 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第120号

長野県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 関東財務局長（登金）第523号

中野市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第505号

ながの農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第506号

長野八ヶ岳農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第570号

ながみね農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第250号

なごや農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第147号

那須野農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第388号

那須南農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第535号

奈良県農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第247号

南彩農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第356号

にいがた岩船農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第567号

新潟かがやき農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第667号

新潟市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第592号

西春日井農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第151号

西三河農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第186号

西美濃農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第184号 

能美農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第80号 

能登わかば農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第79号

野々市農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第111号

ハイナン農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第154号

はが野農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第391号

はくい農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第107号 

白山農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第114号

秦野市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第334号

浜銀ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1977号 ○

ハリマ農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第211号

晴れの国岡山農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第121号

ＰＷＭ日本証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第50号 ○ ○

東びわこ農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第215号

東美濃農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第157号

ひすい農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第471号

飛騨農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第158号

ひまわり農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第159号

株式会社百十四銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第5号 ○ ○

兵庫県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第241号

兵庫西農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第256号

兵庫南農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第246号

ファンド名称：ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド

登録番号等

販売会社一覧

18※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

（2023年2月2日時点）



商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

兵庫みらい農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第260号

兵庫六甲農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第252号

広島市農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第123号

広島中央農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第124号 

広島北部農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第167号

ふかや農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第575号

福井県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第102号

福井県農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第86号

株式会社福岡銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○

福岡県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第97号

福岡八女農業協同組合 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第100号

福島さくら農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第85号

福山市農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第128号 

ふくしま未来農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第109号

富士伊豆農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第148号

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

ほくさい農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第559号

ほくほくＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第24号 ○

北海道信用農業協同組合連合会 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第67号

マインズ農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第319号

前橋市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第426号

町田市農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第320号

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

松任市農業協同組合 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第93号

松本ハイランド農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第509号

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

三重北農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第168号

三重県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 東海財務局長（登金）第180号

みえなか農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第166号

みくまの農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第257号

株式会社三井住友銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第54号 ○ ○ ○

三ヶ日町農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第170号

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

みなみ魚沼農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第663号

みなみ信州農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第512号

みのり農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第253号

みやぎ仙南農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第131号

みやぎ登米農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第132号

みやぎ亘理農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第133号

宮崎中央農業協同組合 登録金融機関 九州財務局長（登金）第95号

三次農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第139号 

めぐみの農業協同組合 登録金融機関 東海財務局長（登金）第194号

もがみ中央農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第190号

株式会社山形銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第12号 ○

山形おきたま農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第152号

山形農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第151号

山口県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 中国財務局長（登金）第154号

山口県農業協同組合 登録金融機関 中国財務局長（登金）第171号

夢みなみ農業協同組合 登録金融機関 東北財務局長（登金）第110号

よこすか葉山農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第338号

横浜農業協同組合 登録金融機関 関東財務局長（登金）第595号

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

レーク滋賀農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第235号

和歌山県信用農業協同組合連合会 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第242号

わかやま農業協同組合 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第236号

ファンド名称：ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド

登録番号等

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

一般社団法人

投資信託協会

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号 ○ ○

登録番号等

販売会社一覧

19※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

（2023年2月2日時点）



商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○

いちよし証券株式会社（IFA専用） 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第24号 ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

ａｕカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　株式

会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　マ

ネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第39号 ○ ○

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第6号 ○

株式会社中国銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第2号 ○ ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○

ＰＷＭ日本証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第50号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

株式会社三井住友銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第54号 ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

ファンド名称：ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド（予想分配金提示型）

登録番号等

販売会社一覧

20※後記の「本資料に関してご留意いただきたい事項」をご確認ください。

投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

（2023年2月2日時点）



設定・運用は 当ファンドはベイリー・ギフォード社の運用戦略を活用しています

【本資料に関してご留意いただきたい事項】
■本資料は三菱ＵＦＪ国際投信が作成した情報提供資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。投資信託をご購入の場合は、販売会
社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。■本資料の内容は作成時点のものであ
り、将来予告なく変更されることがあります。■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証する
ものではありません。■投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金
融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。■投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運
用を行います。


